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要旨

現地人社員を 4 つ(情報収集不足型人材、優秀自認型人材、腰掛型人材、

甘受型人材)に分類し、「腰掛型人材」「甘受型人材」について同時手番の

昇進ゲームを行なう。昇進ゲームでは日本語習得のために時間を使うこと

を長期勤続意思のシグナルとし、長期勤続意思を評価する等の想定をする

ことで、シグナル発しない「腰掛型人材」は採用数を少なくし、シグナル

発する「甘受型人材」採用数を多くし、早期に昇進させるべきとした。

キーワード：日本語、長期勤続、シグナル、同時手番ゲーム

章 はじめに

本社から海外子会社に対して、「高い金を払ってもいいから優秀な人材を採用しろと言

われるが、なかなか優秀な人材を採用できない。たとえ採用しても、周囲のローカル社員

にうまく溶け込めず、辞めてしまう。あるいは、自分のキャリアが見えないと言って欧米

系企業へ転職してしまう 」という指摘がある。この指摘が行なわれてから 年近く経過

しているので状況は改善されているかもしれないが、海外子会社において、当時とほぼ同

様の経営管理や人事制度が維持されているのならば、本社のイメージする優秀な人材採用

の指示に従うことは困難であり、採用できたとしても短期に離職するという状況は改善し

ていないのかもしれない。本論は改善していない場合に、どのような人材を採用すべきか、

採用した人材を昇進させる場合に、どのようなシグナルに注目するべきかについて考察し

ていく。予め結論を述べるなら、日本語習得のために時間を使うことを長期勤続意思のシ

グナルとし、現地人社員自身にシグナルを発するか否かを選択させた上で、長期勤続意思

のシグナルを発する現地人社員を昇進させるべきであるという提案を行なう。

（査読付き研究論文）
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章 海外子会社にとっての昇進、現地人社員にとっての昇進

日本人派遣社員から見た時の海外子会社における諸課題として、現地人社員の能力に不

足があることや、経営理念を体得していないこと等が挙げられており 、人事制度等以外に

能力に不足があることや、経営理念を体得していないこと等によって、海外子会社におけ

る昇進は欧米系企業と比べてゆっくりであることがあげられる 。

昇進がゆっくりであることに不満を持つ現地人社員の中には、経営理念を体得していな

いことを理由として昇進対象から除かれていることを十分には認識できていない現地人社

員が存在する。経営理念は文章で書かれ、日本人派遣社員から随時説明され、本社社長か

らもズーム 等も活用して説明されることから、現地人社員自身は理解 体得 している

と認識しているとしても、日本人派遣社員は、現地人社員は経営理念を体得していないと

認識している場合がある 。日本人派遣社員が、現地人社員は体得していると認識するには、

日本人派遣社員の仕事のやり方や言動に注目して、模倣しているとの自覚なしに模倣して

いることが求められ、自覚なしに模倣していることをもって体得していると認識する 。日

本人派遣社員が経営理念体得していると認識することで昇進対象となりうる現地人社員で

あるには、自覚なしの模倣が実現している必要があり、自覚なしの模倣実現には長期勤続

が必要となることから結果として、経営理念を体得していないことを理由として昇進はゆ

っくりしたものとならざるを得ない 。

海外子会社側のゆっくりした昇進についての説明を行なったので、次に、海外子会社に

就職を希望する大学卒業予定者側についての検討をしてみる 。海外子会社に就職を希望す

る学生は つのタイプに分類することができる。第 に昇進には長い時間が必要であると

いう情報を予め持たずに入社を希望する「情報収集不足型人材」であり、入社後に後述の

つタイプのうちどのタイプに変容するのかが明らかになる。

第 に昇進には長い時間が必要であるという情報は入手しており、必要であることを理

解していても、優秀と自認する自分ならば早期に昇進できると認識している「優秀自認型

人材」であり、高い成果を上げたとしても 短期間での昇進は実現困難であることを認識し

た瞬間に、離職に向かっての行動をおこすとし、入社後 年以内に離職するものとする。

第３に昇進には長い時間が必要であるという情報は入手しており、長い時間が必要であ

ることを理解していても、３年程度勤務して、仕事における能力を向上させつつ、欧米系

企業への転職に役立つと考えられる勉強 英語能力向上やマーケティング等の勉強 を行な

った上で離職する意図を持つ「腰掛型人材」であり 、 年程度で離職するものとする。

第４に昇進には長い時間が必要であると理解した上で、昇進を強く希望することから長

期勤続を甘受することを自ら明らかにするシグナル、本論では日本語習得に時間を使うと

いうシグナルを発する「甘受型人材」であり、 年以上勤務するものとする。この時、昇

進のために長期勤続を甘受するつもりの人材であっても、日本語習得に時間を使うことで

長期間の勤務を甘受するというシグナルを発していない場合には 、海外子会社は入社時

点では「甘受型人材」であるか「腰掛型人材」であるかを峻別できないため、シグナルを

発していない人材は「腰掛型人材」と見なすこととする。
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「情報収集不足型人材」が入社後、「優秀自認型人材」となるのか「腰掛型人材」とな

るのか「甘受型人材」となるのか明らかではないので、入社を希望する学生におけるタイ

プに基づいて検討する 章のゲームでは取り扱わない。また、「優秀自認型人材」は入社

後 年以内に離職すると想定しているので、昇進対象になるほど長期間勤続することはな

いことから、「優秀自認型人材」も 章のゲームでは取り扱わない。この結果、 章のゲ

ームで取り扱うのは「腰掛型人材」と「甘受型人材」である。

「腰掛型人材」は海外子会社が何ら施策を行なわなくても、遅かれ早かれ自発的に離職

するが、自発的な離職を促す施策 昇進に長期間を課すこと の周知徹底によって、 年程度

より短い期間での離職を期待することができることから、育成するのにかかる教育費用 時

間コスト含む を節減できる。

章では長期勤続の可能性が昇進に影響を及ぼすとした時、「海外子会社」と「腰掛型

人材」の昇進ゲーム と、「海外子会社」と「甘受型人材」の昇進ゲーム を行なう。

章 ゲーム

１ プレイヤー

昇進ゲーム におけるプレイヤーは「海外子会社」と「腰掛型人材」とする。昇進ゲー

ム におけるプレイヤーは「海外子会社」と「甘受型人材」とする。議論を単純にするた

め「腰掛型人材」であっても「甘受型人材」であっても、仕事の遂行能力は同等であると

ともに、日本語の知識は全く持っていないが、日本語習得しようとする場合の学習環境は

同様に整っており、日本語習得のために必要な時間 日本語習得能力 は同じであるとする。

「腰掛型人材」と「甘受型人材」とは、日本語習得に時間を使うということで、長期勤

続する意志があるというシグナルを発しないか、発するのかという点だけが相違するもの

とする。「腰掛型人材」と「甘受型人材」は日本語の知識を全く持っていないとしている

ので、日本語能力試験の や ビジネス日本語能力テストの や ＋ よりも高

い日本語能力を示す指標 等の資格を保持していないとする。また、海外子会社は現地人社

員に対して、日本語習得のために時間を使うことが長期勤続のシグナルの役割を持ってい

ることを周知徹底しているものとする。

「海外子会社」は、現地人社員に対して昇進には日本語の習得が重要であることと 、

日本語習得のために時間を使うことが「甘受型人材」であることを示すシグナルとなるこ

とを理解させた上で、シグナルに対して十分なメリットを提示するものとする。

日本語習得に時間を使うことが長期勤続のシグナルとなるのは、習得には一定以上の時

間を使うことが必要であるにも関わらず、欧米系企業に転職する時に日本語習得はメリッ

トとならず、日本語習得よりも英語能力のさらなる向上やマーケティングの勉強等に時間

を使えば、転職はよりスムーズとなるからである。このため、転職に有利とはならない日

本語習得のために時間を使うことを、長期勤続のシグナルを発していると見ることとする。
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ゲームにおいては、プレイヤーが「海外子会社」と「腰掛型人材」である同時手番の昇

進ゲーム を、プレイヤーが「海外子会社」と「甘受型人材」である同時手番の昇進ゲー

ム を行なう。

－ 戦略

昇進ゲーム と昇進ゲーム における「海外子会社」は、長期間とは言えないが、ある

程度の時間をかけた昇進で対応することを象徴する 年で課長に昇進させる方針 以下

では「 年方針」と呼ぶ と、昇格には長期間を要することを象徴する 年で課長に昇進

させる方針 以下では「 年方針」と呼ぶ という つの戦略を持つとする。

「海外子会社」は、日本語習得のために時間を使う現地人社員は、欧米系企業等への転

職に有利とはならないことに時間を使うことから、欧米系企業等への転職を現時点では考

えていないと見なし、長期勤続を期待できると考える。そして、長期勤続を期待できる現

地人社員には、日本語習得のために時間を使わない現地人社員よりは早期に昇進させる 。

「海外子会社」は、日本語習得のために時間を使わない現地人社員に対して、日本語習

得のために時間を使うという長期勤続のシグナルを発していないことを理由として、結果

として長期勤続している現地人社員に対しては、「 年方針」で昇進させる。シグナルを

発しない限り、「甘受型人材」であるか否かを外部から観察できないため、いつ離職する

かわからない人材と見るしかなく、「腰掛型人材」と同等に扱わざるを得ないからである。

「海外子会社」に「腰掛型人材」「甘受型人材」として入社するプレイヤーは、 や

＋や の資格を獲得しようとして、日本語習得に時間を使うことを意味する「日本語を

勉強する」と、日本語習得に時間を使わないことを意味する「日本語を勉強しない」とい

う戦略を持つとする。

－ 利得

昇進ゲーム における「海外子会社」と「腰掛型人材」というプレイヤーの戦略の組は

ｘ＝「 年方針」、「日本語を勉強する」、ｙ＝「 年方針」、「日本語を勉強しない」、

ｚ＝「 年方針」、「日本語を勉強する」、ｗ＝「 年方針」、「日本語を勉強しない」

の 通りである。昇進ゲーム における「海外子会社」と「甘受型人材」というプレイヤ

ーの戦略の組はｘ＝ 「 年方針」、「日本語を勉強する」 、ｙ＝ 「 年方針」、「日本

語を勉強しない」 、ｚ＝ 「 年方針」、「日本語を勉強する」 、ｗ＝ 「 年方針」、

「日本語を勉強しない」 の 通りである。

昇進ゲーム における戦略の組＝ ｘ、ｙ、 、ｗ 上の両プレイヤー選好順序Ｒ「海外子会社」

とＲ「腰掛型人材」を表す効用指標関数 「海外子会社」と 「腰掛型人材」を適当に選び、次のように効用指

標値すなわち利得を定める。

「海外子会社」 ｘ ＝Ａ「海外子会社」， 「海外子会社」 ｚ ＝Ｂ「海外子会社」，

「海外子会社」 ｙ ＝Ｃ「海外子会社」， 「海外子会社」 ｗ ＝Ｄ「海外子会社」

「腰掛型人材」 ｘ ＝Ｅ「腰掛型人材」， 「腰掛型人材」 ｚ ＝Ｆ「腰掛型人材」，

「腰掛型人材」 ｙ ＝Ｇ「腰掛型人材」， 「腰掛型人材」 ｗ ＝Ｈ「腰掛型人材」
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昇進ゲーム における戦略の組＝ ｘ、ｙ、 、ｗ 上の両プレイヤー選好順序Ｒ「海外子会社」

とＲ「甘受型人材」を表す効用指標関数 「海外子会社」と 「甘受型人材」を適当に選び、次のように効用指

標値すなわち利得を定める。

「海外子会社」 ｘ ＝Ａ「海外子会社」， 「海外子会社」 ｚ ＝Ｂ「海外子会社」，

「海外子会社」 ｙ ＝Ｃ「海外子会社」， 「海外子会社」 ｗ ＝Ｄ「海外子会社」

「甘受型人材」 ｘ ＝ 「甘受型人材」， 「甘受型人材」 ｚ ＝ 「甘受型人材」，

「甘受型人材」 ｙ ＝ 「甘受型人材」， 「甘受型人材」 ｗ ＝ 「甘受型人材」

昇進ゲーム においてプレイヤーである「海外子会社」は、相手プレイヤーである「腰

掛型人材」が「日本語を勉強する」を選択することを選好する Ａ「海外子会社」 Ｃ「海外子会社」、Ｂ

「海外子会社」 Ｄ「海外子会社」 。また「海外子会社」は、「腰掛型人材」が「日本語を勉強する」を

選択する場合には「 年方針」よりも「 年方針」を選好し、「腰掛型人材」が「日本語

を勉強しない」を選択する場合には「 年方針」よりも「 年方針」を選好する Ａ「海外子

会社」＞Ｂ「海外子会社」、Ｄ「海外子会社」＞Ｃ「海外子会社」 。

「腰掛型人材」は、相手プレイヤーである「海外子会社」が「 年方針」よりも「

年方針」を選択することを選好する Ｅ「腰掛型人材」＞Ｆ「腰掛型人材」、Ｇ「腰掛型人材」＞Ｈ「腰掛型人材」 。ま

た「腰掛型人材」は「日本語を勉強しない」を選択することを選好し、支配戦略とする Ｇ

「腰掛型人材」＞Ｅ「腰掛型人材」、Ｈ「腰掛型人材」＞Ｆ「腰掛型人材」 。

昇進ゲーム においてプレイヤーである「海外子会社」は、相手プレイヤーである「甘

受型人材」が「日本語を勉強する」を選択することを選好する Ａ「海外子会社」 Ｃ「海外子会社」、Ｂ

「海外子会社」 Ｄ「海外子会社」 。また「海外子会社」は、「甘受型人材」が「日本語を勉強する」を

選択する場合には「 年方針」よりも「 年方針」を選好し、「甘受型人材」が「日本語

を勉強しない」を選択する場合には「 年方針」よりも「 年方針」を選好する Ａ「海外

子会社」＞Ｂ「海外子会社」、Ｄ「海外子会社」＞Ｃ「海外子会社」 。

「甘受型人材」は、相手プレイヤーである「海外子会社」が「 年方針」よりも「

年方針」を選択することを選好する 「甘受型人材」＞ 「甘受型人材」、 「甘受型人材」＞ 「甘受型人材」 。「甘

受型人材」は「日本語を勉強する」を選択することを選好し、支配戦略とする Ｋ「甘受型人材」

＞Ｍ「甘受型人材」、Ｌ「甘受型人材」＞Ｎ「甘受型人材」 。

「海外子会社」が「日本語を勉強する」を選択される場合には「 年方針」を選好する

のは、長期勤続するプレイヤーを早期に課長に昇進させたい人材、つまり、部長候補や社

長候補となりうる課長として昇進させたいとからである。言い換えれば、「日本語を勉強

しない」を選択される場合には、昇進させてくれない「海外子会社」に見切りをつけて離

職することを望んでおり、離職を望んでいるという「海外子会社」の意思を象徴する「

年方針」を選択することを選好する。いつ離職するかわからない人材は、いつ離職しても

対応できるように、可能な限り昇進を遅らせ、課長に昇進させるにしても部長候補や社長

候補ではない課長にすることで、いつか発生する離職に対応しようとするからである。

昇進ゲーム での両プレイヤーの選好順序Ｒ「海外子会社」とＲ「腰掛型人材」は上述の説明により

Ｒ「海外子会社」：ｘ，ｚ ｗ，ｙ
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Ｒ「腰掛型人材」：ｙ ｘ，ｚ および Ｒ「腰掛型人材」：ｙ，ｗ ｚとなる。

昇進ゲーム での両プレイヤーの選好順序Ｒ「海外子会社」とＲ「甘受型人材」は上述の説明により

Ｒ「海外子会社」 ： ｘ，ｚ ，ｗ， ｙ

Ｒ「甘受型人材」： ｘ，ｙ ，ｗ および Ｒ「甘受型人材」：ｘ，ｚ，ｗとなる。

本論の上述の諸仮定の下では、「海外子会社」と「腰掛型人材」との昇進ゲーム にお

いて、ナッシュ均衡は 「 年方針」、「日本語を勉強しない」 となり、「海外子会社」

と「甘受型人材」との昇進ゲーム において、ナッシュ均衡は 「 年方針」、「日本語

を勉強する」 となる。

表 昇進ゲームの利得行列

「腰掛型人材」

「海外子会社」

「日本語を勉強する」 「日本語を勉強しない」

「 年方針」 Ａ「海外子会社」、Ｅ「腰掛型人材」 Ｃ「海外子会社」、Ｇ「腰掛型人材」

「 年方針」 Ｂ「海外子会社」、Ｆ「腰掛型人材」 Ｄ「海外子会社」、Ｈ「腰掛型人材」

利得： 「海外子会社」、「腰掛型人材」

表 昇進ゲームの利得行列

「甘受型人材」

「海外子会社」

「日本語を勉強する」 「日本語を勉強しない」

「 年方針」 Ａ「海外子会社」、 「甘受型人材」 Ｃ「海外子会社」、 「甘受型人材」

「 年方針」 Ｂ「海外子会社」、 「甘受型人材」 Ｄ「海外子会社」、 「甘受型人材」

利得： 「海外子会社」、「甘受型人材」

章 昇進ゲーム 、昇進ゲーム における想定について

昇進ゲーム 、昇進ゲーム に関して、いくつかの想定を行なっているが、特に重要な

想定は、海外子会社は相手プレイヤーが「日本語を勉強する」を選択することを選好する

ことである。「日本語を勉強する」を選択することを選好するという想定をしていること

から、「甘受型人材」が「日本語を勉強する」を選択することを選好するように、海外子

会社は「日本語を勉強する」を選択する時のメリットを十分に高くするという想定もして

いる。

「日本語を勉強する」を選択することを長期勤続のシグナルとして使用するという想定

はどの程度現実妥当性があるのであろうか。岩内 、 頁 では日本語学習に会社が

費用の半額補助や、日本語講座開設する企業や、ジャパン・ソサエティから講師を招く企

業が存在するとしているが、日本語手当は現地の物価水準からみて十分に高いと見なせる

のか、日本語習得が昇格に有利となっているのか等への言及がない下で、受講生が少なく、

講座廃止した企業も存在していることを報告している。「日本語を勉強する」を選択する

時のメリットが十分には高くないことが、受講者を少なくしているのかもしれない。受講

生が少ないという 年代においては、「日本語を勉強する」を選択することを長期勤続
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のシグナルとして使用することは、一般論としては妥当とは言えず、現在においても受講

者が多くなったという報告は見られないことから、現状においては「日本語を勉強する」

を選択することを長期勤続のシグナルとして使用することは現実妥当性を持っていない。

章におけるナッシュ均衡は、「海外子会社」が「日本語を勉強する」を選択する時の

メリットを十分に高くするという想定の下のものであり、受講者が少ないという現状は、

現地人社員の「日本語を勉強する」を選択するメリット、つまり日本語習得による日本語

手当や基本給アップや昇進の可能性が十分とは言えないという状況がもたらしたものかも

しれない。

メリットを十分に高くすることで「海外子会社」の業績に良い影響を期待できるのであ

れば、「海外子会社」は「日本語を勉強する」を選択する時のメリットを十分に高くする

べきであり、「日本語を勉強する」を選択する時のメリットが十分に高くなるのであれば、

長期勤続のシグナルとして使用することを妥当と見なせるようになる。

「海外子会社」が「日本語を勉強する」を選択する時のメリットを十分に高くするとい

う想定は、現地人社員が「日本語を勉強する」を選択することが「海外子会社」にとって

利益になることを前提としている。板垣 、 頁～ 頁 は「日本語人材の豊富な拠点

では経営者の現地化が進む傾向」があるとしていることから、経営者の現地化を進めるこ

とが海外子会社にとって利益になるとすれば、「日本語を勉強する」を選択する時のメリ

ットを十分に高くすることで、「日本語を勉強する」を選択する現地人社員を増加させ、

現地人社長候補者プールを拡充することは、「海外子会社」にとって利益となる。

上述の議論は全ての海外子会社に対してではなく、技術・ノウハウの標準化や、仕事の

仕方の標準化の程度が低い「海外子会社」に限定したものである。標準化の程度が低い「海

外子会社」においては、技術等を持つ日本人派遣社員の果たすべき役割は重要である。日

本人派遣社員がイニシアティブを発揮したことで海外子会社の業績に良い影響をもたらし

た事例が大木 において報告されており、技術等の標準化の程度の低い「海外子会社」

を対象とする時には、「海外子会社」においては日本語人材の層が厚くなることが利益と

なる。「海外子会社」においては、現地人社員には技術等を持つ日本人派遣社員との潤滑

なコミュニケーション 可能なら日本語 が重要であり、「海外子会社」が「日本語を勉強

する」を選択する時のメリットを十分に高くすることは、日本語人材を豊富にし、「海外

子会社」の業績に良い影響をもたらし、結果として日本語に堪能な現地人社員を社長にす

ることも可能となることから、「日本語を勉強する」を選択することを長期勤続のシグナ

ルとして使用するという想定は、一定の妥当性を持つ。

「日本語を勉強する」を選択する時のメリットは十分に高いとは言えない現状の下にお

いて、本論は標準化の程度の低い「海外子会社」は、「日本語を勉強する」を選択する時

のメリットを十分に高くすることを提案する。技術等の標準化の程度の高い海外子会社が

「日本語を勉強する」を選択する時のメリットを十分に高くすることが、海外子会社の業

績にとって良い影響を与えるかは明らかではないが、技術等の標準化の程度の低い「海外

子会社」の業績にとっては良い影響を与えることを期待できるからである。
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また、「腰掛型人材」であるにも関わらず、 年程度の期間において、たまたま欧米系

企業に転職しなかった できなかった 現地人社員を「甘受型人材」に変容させることも求

められる。入社する時点における「甘受型人材」だけでは、「海外子会社」運営に必要な

人数には足りないので、日本語習得に時間を使う人材は、早期に課長へ昇進することが可

能になるという事実の周知を行なうことで、入社する時点では「腰掛型人材」であっても、

「甘受型人材」に変容させることの可能な現地人社員は変容させるべきである。この時、

長期勤続だけでは「甘受型人材」とは認めず、日本語習得のために時間を使うということ

を、シグナルとして使用することを明確に示しておくことが重要である。

章 まとめ

海外子会社の人材を パターンに分類し、本論ではそのうちの「腰掛型人材」と「甘受

型人材」を対象として昇進ゲームを行なった。「海外子会社」は「 年方針」「 年方針」、

「腰掛型人材」と「甘受型人材」は「日本語を勉強する」「日本語を勉強しない」を選択

可能である。「 年方針」であれ、「 年方針」であれ、昇進がゆっくりしたものである

ことを象徴するものとして用いた。「日本語を勉強する」は長期勤続を示すシグナルとし

ての日本語に注目していることを示している。「海外子会社」と「腰掛型人材」との昇進

ゲーム におけるナッシュ均衡は 「 年方針」、「日本語を勉強しない」 であり、「海

外子会社」と「甘受型人材」との昇進ゲーム におけるナッシュ均衡は 「 年方針」、

「日本語を勉強する」 となった。

本論のゲームにおいてはいくつかの想定を行なっており、特に重要な想定として、「海

外子会社」は相手プレイヤーが「日本語を勉強する」を選択することを選好するという想

定であり、上述の想定に基づいて、「海外子会社」は「日本語を勉強する」を選択する時

のメリットを十分に高くするという想定を行なっている。「海外子会社」が「日本語を勉

強する」を選択する時のメリットを十分に高くするということは、現地人社員が「日本語

を勉強する」を選択することが「海外子会社」にとって利益になることを意味しており、

標準化の程度の低い「海外子会社」にとって利益になることを主張した。

本論における議論は、同時手番ゲーム設定におけるいくつかの想定から得られたもので

あることから、想定の現実妥当性が問われることになる。また、本論の議論は異文化適応

や組織社会化やキャリアアンカー等の分野とも関連している。例えば、新規参入者が組織

に適応していく過程を組織社会化と呼ぶのならば、「腰掛型人材」の一部であっても、「甘

受型人材」に変容させることができず、全ての「腰掛型人材」が転職していくとするなら

ば、「腰掛型人材」を組織に適応させることに成功しなかった結果と見ることも可能であ

り、組織社会化等の分析の本論文への援用は可能であり、必要である。同時手番ゲームに

おける想定の現実妥当性の検討のために、現時点における「海外子会社」と日本本社およ

び現地人社員へのインタビュー調査やアンケート調査も必要である。今後の課題としたい。
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鈴木 、 頁

白木 、第 章 によれば、経営の諸課題として、経営理念の浸透と共有が不十分である

ことを言及しているのは海外子会社 社のうち 社、現地人幹部社員の能力不足に言及してい

るのは 社のうち 社、遅い昇進に言及しているのは 社のうち 社である。調査企業は現

時点における海外子会社を代表するものではないことに留意しつつも、現在においても同様の

傾向があると考え、本論では昇進がゆっくりである理由として、経営理念に注目して議論する。

海外子会社の昇進スピードに対して、ゆっくりであるという主観的な記述は存在しているが、

客観的なデータに基づく記述はほとんど存在していない。本論では、白木 、第 章 のデ

ータに基づいて、海外子会社の昇進スピードはゆっくりであると見ている。

田中 、第 章 の「経営理念の浸透レベル」モデルは、第 レベル：経営理念を認識し

ている段階から第 レベル：経営理念が信念となる段階までを規定している。第 レベルは

－ として経営理念の文言を知っている段階、－ として理念の言葉を覚えている段階がある。

現地人社員は第 レベルの － あるいは － の段階にあるにも関わらず、経営理念を理解 体

得 していると認識しているのかもしれない。日本人派遣社員の経営理念体得に対するイメージ

が、もっと高い段階のものだとすれば、体得もしくは理解に関する認識に乖離が生じうる。

田中 、 頁～ 頁 において、「経営理念の浸透レベル」モデルの第 レベル、理

念を行動に反映させることができ、どのように行動することが理念的な行動なのかを体得して

いるレベルの例として、入社 年目の社員を取り上げていることから、理念を体得するには

年弱の勤務経験が必要であることを示唆している。上述の示唆は、日本企業における事例研究

によるものであることから、海外子会社においても適用できるとは言い切れないが、 つの目

安となりうることから、 年程度の勤務経験が、経営理念の体得に必要と見なすこととした。

経営の諸課題として白木 、第 章 で指摘されているように、経営理念の浸透と共有が

不十分であること以外に、現地人幹部社員の能力不足も関係している。現地人幹部社員の能力

が不足していることは、欧米系企業に比べて遅い昇進に何らかの影響を及ぼしていると考える

べきである。しかし、高い能力というものは産業によって、企業によって、職種によって、企

業文化 挑戦することを重視する文化、失敗しないことを重視する文化等 によって相違するだ
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けでなく、インターネットが縦横無尽に利用されている時代とインターネットが存在していな

い時代でも相違する。したがって、海外子会社が能力を低いと見る理由や実態が明らかにされ

ていない現状では 断片的な指摘は存在している 、現地人幹部社員の能力に関わる考察を行な

うことができない。今後、現地人幹部社員の能力に関わる詳細な現地調査が行なわれるように

なれば、現地人幹部社員の能力不足が遅い昇進に及ぼす影響について考察することとし、本論

では現地人幹部社員の能力不足については取り扱わず、経営理念に関わることのみを検討する。

中途入社する人材については、別の機会に議論する。

山室 、 頁 において、山室氏は同期の中で断トツの成績であると認識していたが、執

行役員にまでしか昇進することができず、常務や専務等の上位職位に昇進するには成績以外の

別の何かに基づいて昇進が決まることを示唆している。山室氏の示唆は個人の経験に基づくも

のであり、一般化できるものではないとはいえ、本論では海外子会社においても成績以外の別

の何かに基づいて昇進が決まることがありうると考えており、海外子会社は成績ではなく、長

期勤続意思を示すシグナルに注目して昇進を決定するものとする。実際にはシグナルだけでは

なく、成績も昇進に影響を及ぼすが、議論を単純化するためにシグナルのみに注目する。

「腰掛型人材」も、海外子会社での昇進に強い意欲を持ち、昇進のための努力をすることが

あるかもしれない。しかし、欧米系企業への転職に有利となるマーケティング等の勉強と同時

に、日本語を勉強することは、不可能ではないが極めて困難である。トンクス 、 頁 は、

日本語習得には 時間以上必要という情報を紹介していることから、海外子会社で仕事をし

ながら転職に有利となる勉強と同時に日本語習得のための勉強をすることは、勉強時間の制約

のために困難である。したがって本論では、「腰掛型人材」は海外子会社での昇進と英語等の

勉強の両方を目指すという行動をとらないものとする。

長期勤続の意思を持っているか否かは外部から観察できないことと、意思を持っているとウ

ソの自己申告が可能であることから、外部から観察できる行動であり、かつ、当該行動を行な

うには一定以上の時間コストを費やすために、ウソのシグナルを発することが困難である、日

本語習得のために時間を使うという行動をシグナルとして用いる。

有力な多国籍企業は英語で経営されるので、英語さえできれば問題ないと考える現地人社員

が存在する。このため、日本語習得の重要性を認識しない現地人社員は、日本語習得のために

は時間を使わないものとする。しかし柴田・ドイル 、 頁 に、日・米・欧企業の多くの

日本人管理職は重要な経営問題は本社で使用されている言語 海外子会社は日本語 で話し合わ

れると指摘している。したがって重要な経営問題を話し合う場に呼んでもらうには、少なくと

も日本語が堪能であることが必要であり、昇進において日本語の習得は重要である。

実際に、昇進に必要な年数を 年にすると、多くの人材が離職することから、 年にこだ

わる必要はないが、本論ではわかりやすさという点から、 年という年数を利用する。

日本語習得に時間を使うという長期勤続のシグナルを発していなかった人材が、たまたま長

期勤続している場合、田中 の「経営理念の浸透レベル」モデルでの第 レベルにとどま

り、経営理念を体得していないと見なすこととする。経営理念を体得していないと、例えば本

社が長期の利潤最大化を目指していたとしても、本社は短期の利潤最大化を目指していると考

えて、本社からの指示を解釈してしまうリスクがある。本社からの指示を誤って解釈してしま

う結果として、本社の意図に反する行動を海外子会社が行なうリスクがあるとするならば、本

社はこのリスクを嫌って、経営理念を体得していないと見られる現地人社員の昇進を忌避する

と考えることができる。経営理念を体得していないと見られる現地人社員は昇進させたくない

が、昇進させないわけにはいかないという状況の下で、昇進させるまでに離職してほしいとい

う海外子会社の意図を示すために、 年という年数を用いる。

現地人社員は、昇進するためには長期勤務のシグナルを発することが求められていることを

認識しているものとする。海外子会社が長期勤務を求めているのは、長期勤続によって可能と

なる経営理念の体得を求めていることや、より高い職位である部長や社長に昇進させるために

必要な教育・訓練コスト 時間コスト含む を無駄にしないこと等を理由とする。現地人社員は、

海外子会社が長期勤務を求めている理由に関しては明確には理解していないが、長期勤務が望

まれているということだけは十分に理解し、認識をしているものとする。
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